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論文題名  風力発電事業の鳥衝突問題における順応的リスク管理   

風力発電の技術開発が進むにつれ，国内の施設も大型化・大規模化しつつあ  

る・2006年度末における国内の総設備容量は約1，491千kW（1，314基）に達  

した．これに伴い，風力発電施設への鳥類の衝突事故（バードストライク）が  

報告されるようになってきた．国内では，衝突数についての調査研究がほとん  

どない．地球温暖化抑制の有力な手段のひとつとして風力発電事業を選択する  

とき，より実証的で定量的な議論へ脱皮する必要がある．   
本論文の目的として，第一に欧米における風力発電への鳥類衝突事故に関す  

る報告を収集・整理すること．第二に，猛禽類（ワシ・タカ類）の個体群モデ  

ルを構築して風車への衝突による個体群サイズの減少リスクを評価すること．  

第三に，衝突数に応じた順応的な稼動計画を立案した．第二と第三については  

衝突数に応じた稼働管理モデルを開発し，A几汀／言おと名付けた．   

第一に，既存文献調査によれば，米国カリフォルニア州エネルギー委員会は，  

アルタモント地域において調査を実施し，衝突死する鳥類は推定40種を越え，  

年間推定数死亡数は，発見率と分解・消失率で補正して，イヌワシで75．6～116．5  

個体／年（発見率による補正値～発見率と分解・消失率による補正値，以下同）  

であるのをはじめ，猛禽類全体（allraptors）で881．4～1300．3個体／年，鳥類  

全体で1766．5～4721．3個体／年とした．全米における風車への衝突数はおよそ  

3．5万と推定された．一方，NationalWindCoordinatingCommittee（NWCC）  

は，相互比較を目的として自動車（航空機，鉄道を含む），建造物（とガラス窓），  

送電線，通信鉄塔への鳥類衝突調査事例を収集し，平均衝突数を求め，絶対量  
（主要道路の総延長キロ，建物数，送電線の総敷設キロ，通信鉄塔数）を乗じ  

て，全米の衝突数を推定した．その結果，自動車への衝突6，000万～8，000万（道  

路総延長400万マイル），建物への衝突9，800万～9億8，000万（450万棟のビ  

ルと9，350万戸の住宅），送電線への衝突1億7，400万（送電線総延長50万マ  

イル），通信鉄塔への衝突400万～5，000万（80，000基の鉄塔），風力発電への  

衝突1万～4万（15，000基の施設）であった．なお，国内においてこのような  

資料はみあたらなかったが，ハンティング（狩猟）による捕獲数が公表されて  

いた．日本における狩猟鳥類は29種，狩猟登録者数は約20万人である（2000  

年）．平成2，7，12年度で年間330万～180万個体の鳥類が捕獲されている．  

これらのことから，日本国内でもおそらく我々の想像以上の数の鳥類が何らか  

の原因で一事故と狩猟を含めて一死亡していると考えられた．   



第二に，順応的管理を取り入れた鳥衝突  リスク管理モデルを提案した．この  
モデルは，個体群サイズと衝突数をモニタリングし，結果に応じて風力発電の稼  

動率を調整して衝突率を低減し，保護増殖施策を導入して個体群の成長率を増  

加させ，個体群の管理を目指すものである．   
風力発電施設が建設される以前の個体群サイズβ似の動態（自然個体群と呼  

ぶ）を，内的自然増加率〆，環境収容力∬をもつ，リッカー型ロジスティック差  
分方程式で記述する．  

β存ナヱと点かexp［メ∂－β劇∂］  

β城r似＝β・rね－カナ〃－βノ・どJ  

増加率水かも年摘に変動するとし，平均〆，標準偏差。1の正規分布  

N（〆，け1）に従う確率変数と1として与え，その自己相関をpとする．βは時系列  
の成長率メかから推定する・また，好も平均ガ；標準偏差げ2の正規分布N（餌  
げ2）に従うものとした．   

風力発電が稼働して衝突事故を伴う個体群を次のとおり記述する．≠年におけ  
る衝突数ぷ通がポアソン分布に従うとする．衝突数の平均期待値入（かは衝突率  

β，衝突係数鞄似ノと個体群サイズ劇カの積であらわされる．  
Pr【叔胡＝e一入（∂・入（か細／潔か  

ただし，入（カ＝β・鞄佗カ・劇∂  

β佗ナカニβ似・e孝p身似－β・β似／一一須わ   

ここでp似は風車の相対稼働率，鞄似ノは衝突係数を表し，相対稼働率p似  
の関数である．ここでいう相対稼動率pは0～1をとる．   

本論文の保全対象種となるオジロワシは越冬個体が多数を占める．衝突の可  

能性が高いとされた7死骸についても1例を除けば，12月から4月の越冬時期  
で発見されている．このため半年間の越冬時期の昼間を除いて稼働しても衝突  

リスクは無視できるとした（3／4稼働）．これより，相対稼働率pと衝突係数ダに  

ついて下記の関係を考える．  

鞄ノ＝皿β魂，4β－3ノ   
衝突個体群モデルを管理するために，式を次のように修正する．  

β佗ナカニβ似・e耳p身似ナc似－∂・．β似／一方似   

ただし，C㈲は保護増殖施策による成長率の増分である．   

管理の流れは，まず，モニタリングによって個体群サイズ昆βgを推定する．   

推定誤差dを伴うので．以下の式に従うと仮定する．  

属融似＝β夜ノ・♂ミ即妙と3   

と3は，正規分布〟0，け3）に従う確率変数であり，げ3は個体群サイズの推定  
誤差の標準偏差である．   

管理基準となる個体群サイズ．軌と風月dは，事業を実施する以前の推定個体群  

サイズ昆βfに，比如ノムe刀dを乗じたものである．自然変動幅の下限を」軌とする．  

．軌を得るためのカバま，計算機実験から，ある世代後の個体群サイズの60％信  

頼区間の下限とした．また，風力発電が稼働し衝突が発生すれば，減少するリ  

スクは増加することになるが，それを避けることとし，これ以上減少させない  

個体数基準をエンドポイント（風月』とする．エンドポイント風月dを得るための  

ムe刀dも計算機実験により個体群サイズの99．9％区間下限値とした．  

βJ菰f・仇   



凰′〟／三臥．√・ム川．／   

次に，死骸調査によって発見された死骸数劇働から衝突数一須わおよび衝突率β  

を推定する．   

死骸調査による発見数朗ノは，以下のように記述される．年間衝突数ぷカの  
ときぷt）個体発見できる確率Pr（ぷ飢動力は，二項分布確率に従うものとして  
以下の式で得る．  

Pr（刷釧却働＝朗ガg㌦叫1－8錮   

ただし，瑚・塵とし，£と£はそれぞれ踏査域内発見率と踏査域内死骸遭遇  

率を表す払£について0≦f≦1）．また，£＝め／偽であり，めと めはそれぞれ  
死骸の消失日数と死骸調査間隔日数である．   

発見数割働から，推定衝突数一芯βg似と推定衝突率範βf似を得るため，発見数g㈲  
を遭遇率伝の逆数み払で補正して推定衝突数一‰βf似を算出し，年平均衝突率  

範βg似を推定した．ただし，発見率£を1，消失日数めを既知と仮定している．  
∫叫存ノ＝β作ノ・似′ノ  

恥′什ノ式▲．．′什ん甥、イナノ   
≠年において過去刀年間の観測結果から求める場合，以下の推定式を得る．  

範β古庄ノ＝丘血ノ∑拍子J瑞gと伽血）∑ゎ汗〆一弘βg（わ   

β鞄似ノにおいてp似は既知であることから，βは推定可能である．昆βょが事前  
に定めておいた自然変動の下限基準．軌を下回ったら，衝突係数翻を調整し，  
保護増殖値c似を導入しながら，エンドポイント昆βfを守る（図2）．ただし，自  

然変動内であったとしても，いくらでも衝突してよいということにはならない．  

このときは許容衝突数品βgを設定し，衝突数拗ミ許容衝突数羞。ズを上回って  

も，衝突係数β眈ノを調整するようにした．   

衝突係数ダと保護増殖値cの導入は，以下に述べる3つの判断基準に基づく．   

第1に，推定個体群サイズ昆βfが管理基準．軌を上回っている場合，推定衝突  

数＆βfが許容衝突数品∂ズを越えなければ，個体群への影響はないものとし（基準  

al），推定衝突数一芯痛が許容衝突数品βgを越えた場合は，衝突係数ダで衝突率g  

を低減するものとした（基準a2）．衝突係数ダは施設の稼働停止，すなわち稼動  

率pの調整による．このときの衝突係数ダは次式であらわす．  

瑚．、武．吋   

易stはPββ（潜在的生物学的捕獲数；PotentialBiologivalRemoval）を用いた．   
第2に，推定個体群サイズ月如が，」鉄刀〆昆β声」軌となるような場合，次式を  

用いて個体群サイズに応じて衝突率gを衝突係数ダだけ低減する（基準bl）．  

jた皿βよ（1－j巧（．民融－βカ／（」軌一風刀』＋1，0］ ただし，0≦ダ≦1   
二つの管理シナリオを想定した．衝突係数の最小値」㌍を0にする場合（管理シ  

ナリオa）と，何らかの理由で最低稼働率〆が存在する場合である（管理シナリオ  
b：ダー割切．個体群サイズの減少に伴い，前者は対象種の飛翔時期に施設をす  

べて停止し（ダ±0），衝突がゼロになるのに対して，後者は最低稼動率を維持し続  

けるので，衝突事象はゼロにならないと仮定した．   

オジロワシは，2004年2月～2007年1月の間に7個体の衝突死が報告され  

ており，本種を対象とし個体群の各種パラメタ一成長率，環境収容力，衝突  
率，保護増殖措置による成長率増分等－を定めた．成長率については，レス  

リー行列を用いて，生存率については欧州の既存資料から，繁殖率については   



国内のものから与えて，2通りの成長率データセットを作成した．  2つの成長率  

シナリオと管理シナリオを用いて，4通りの計算機実験を行った．死骸は5日間  

で消失，死骸発見のための踏査間隔を30日間隔と仮定し，発見数を補正して推  

定衝突数とした．計算期間は，計画段階5ケ年，稼働期間17ケ年の合計22年  
間とし，3年毎に稼働管理計画を見直して，稼動率と保護増殖措置の有無，管理  

下における個体群サイズを得た．設備利用率は，北海道における2003～2005  
年の実績値から推定し，計算機実験で得られた稼動率を乗じて管理対策による  

設備利用率とした．あらかじめ損益分岐点となる設備利用率の限界点を求めて  

おき，これを割り込む程度を管理の事業破綻率とした．以上を式であらわすと：  

f年における設備利用率町（班／年）ニ（1／12）・ご皿→Jg‰侃血  

わ年における管理対策用設備利用率臼メ／年）は  

び伊（Zと（1／12）（∑m＝510乙毎夜皿ル∑m＝114z玩吃以（1一物書初〉  

ただし，わは暦月，♂は飛翔時間による補正であり，12時間飛翔のため，g＝（1／2）．  

稼働期間における管理下の設備利用率（／事業期間）ぴ。は，第1回の稼働管理計画  

の見直しを3年目終了時としたから玖戸（1／17）［∑tl＝13叫′亀ノ＋∑tl＝417勒諭週   

管理下の設備利用率び。と損益分岐となる設備利用率（〃β～JJを比較することに  

よって，事業の採算性を評価した．   

計算の結果，エンドポイント（個体群サイズ自然変動幅99．9％区間下限値）  

達成率を99％以上，なおかつ事業破綻率を10％以下とする条件は以下の通りで  

あった．楽観的シナリオにおいては，2種類の管理シナリオと保護増殖措置の導  

入条件に左右されなかった．これに対して，悲観的シナリオにおいては，必要  

に応じて衝突強度（稼働率）をゼロにし，なおかつ保護増殖措置の開始を稼働  

率90％もしくは99％の時点で導入する管理シナリオでのみ達成された．   

以上，国内でバードストライクに対する生態リスク管理の取組みが未熟であ  

ることを考えると，環境影響調査の予測評価，利害関係者での合意形成，保護  

政策等，応用面での活用が期待できる．また本モデルは，オジロワシだけでな  

く他種にも容易に適用できるシンプルな構造をもつため，汎用性は高いものと  

考えている．管理を実行していく上で残された課題は，死骸消失実験による消  

失日数の把握，発見率向上のための衝突自動監視装置等の開発，定期的な死骸  

踏査，個体群モニタリングによる成長率と個体群サイズ推定，道内営巣っがい  

による繁殖成績の把握，事業破綻に備えたリスクヘッジである．   


